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本研究では，定着板付き内蔵鉄筋を接合材とした角形 CFT 柱継手に曲げせん断力が作用する場合の定着

部における耐力算定法について検討している．本構法は，CFT 鋼管継手部に接合材として鉄筋を内蔵す

ることで鉄筋による応力伝達を可能とし，かつ鋼管同士の溶接を不要とするので，高強度鋼の活用も容易

になる．ただし，鉄筋の定着長さが短いと鉄筋や鋼管が耐力を発揮する以前に鉄筋の引抜き破壊が生じて

しまう．そこで，本構法の設計手法を確立するために柱継手の曲げせん断実験を行った．引抜き破壊が発

生するように設計された試験体により，定着長さ・鋼管幅厚比・鋼管幅等の影響を検討した．実験により

引抜き破壊が生じる過程（コーン状破壊，支圧破壊，付着破壊とその組合せ）を確認し，本継手部の力学

的挙動を明らかにした．さらに，曲げせん断下でのコーン状破壊耐力および付着強度の算定式を導出した．

Keywords : Column joint, CFT, Built-in reinforcing bar, Anchorage plate, Cone-type failure
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1. 研究背景および研究目的

　本研究は，建築構造用高強度 780N/mm2
鋼材「H-

SA700」（以下，超高強度鋼）を利用した鋼構造建築物

の普及に貢献することを目的としたものである．一般に

超高強度鋼では溶接部の品質確保と施工に関して普通鋼

より高度な技術を要する．特にCFT 造柱梁接合部にお

いては，柱と梁あるいは接合材の接合には基本的に溶接

が避けられないため，超高強度鋼を活用した構造形式を

普及させるためには新たな構法の開発が望まれる．

　溶接を用いないCFT 部材の接合方法として，内蔵鉄

筋を接合材として用いたCFT 接合構法（以下，鉄筋内

蔵CFT接合構法）が挙げられる．この構法は，コンクリー

トを介して鋼管と内蔵鉄筋間で応力伝達を行うものであ

り，柱継手では鋼管を溶接せず接合部耐力が確保できる

こと，また鋼管が無溶接のため，溶材強度を超えるよう

な超高強度鋼管CFT にも適用可能であることが既往の

研究により明らかにされている
1) ～ 3）

．

　そこで本研究では，鉄筋内蔵CFT 接合構法を柱梁接

合部に適用し，柱梁接合部に普通鋼を，柱に高強度鋼を

用いた構造形式（図 1）を提案しており，既往の研究に

よりその力学性状が確認され，力学性能評価方法が提案

されている
4）
．

　しかし，本構法では内蔵鉄筋の定着長さが短いと鉄筋

や鋼管が耐力を発揮する前に引抜き破壊が生じてしま

う
4）
．そこで，鉄筋内蔵CFT 接合構法における定着部

の引抜き破壊耐力算定方法を確立するために，鉄筋内蔵

CFT 柱継手部の曲げせん断実験を実施し，曲げせん断

力を受ける内蔵鉄筋の引抜き性状の確認および引抜き耐

力評価法の検討を行う．
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2. 実験概要

(1) 試験体概要

　表 1に試験体一覧を，図 2に試験体形状を示す．表

2に試験体に用いた鋼材の機械的性質を示す．図 3に各

試験体のリブプレートの位置および寸法を示し，継手側

のリブプレートを一段目とする．既往の研究より，本試

験体は継手部の降伏に先行して，継手より上側で内蔵鉄

筋の引抜き破壊が生じるよう設計されている．また，試

験体下部のエンドプレートには，ねじ節鉄筋用のロック

ナットが溶接されており，内蔵鉄筋の下部を固定するこ

とで，継手より下側で引抜き破壊が生じないようにして

いる．さらに柱内部にリブプレートを設けることで，鉄

筋端部の定着板との間に形成される圧縮ストラットを利

用し，曲げ引張力を内蔵鉄筋に伝達する．なお定着長さ

は固定用金物から定着板までの長さとする．本接合構法

は，超高強度CFT 柱を想定したものであるが，鉄筋内

蔵CFT 接合部の力学性状を把握するうえでは普通鋼で

問題ないと考え，本実験では柱にBCR 材を用いること

としている．実験変数は，内蔵鉄筋の定着長さ，柱材の

幅厚比，柱材の幅および鉄筋本数，中段筋（最外縁引張

鉄筋以外の鉄筋）の有無の計7体である．

（2）載荷・測定計画

　載荷装置を図4に示す．加力方法は反力フレームに

下側柱材を固定し，試験体頂部を載荷用治具を介して

500kN 油圧ジャッキにより水平方向載荷を行った．載荷

は継手回転角q j（継手部の近傍に取り付けた変位計によ

り測定した継手の開閉により生じる角度）による変位制

御とし，最大耐力を迎えた後，十分に耐力が低下するま

で載荷した．継手回転角は図5に示すように各部の変位

を計測し算出した．以下に算定式を示す．

試験体

No.

上側柱材

（BCR295）
下側柱材

（BCR295） 内蔵鉄筋
コンクリート

圧縮強度

[N/mm2]
実験変数

サイズ [mm] 幅厚比 サイズ [mm] 鋼種 配筋 定着長さ

1
☐—250 × 6 42

☐—250 × 12

USD685

12-D19

190mm（10D）

34.4 －

2 8-D19 33.3 中段筋の有無

3 ☐—250 × 9 28 12-D19 32.8 幅厚比

4 ☐—200 × 6 33 ☐—200 × 12 8-D19 36.2 鋼管幅，鉄筋本数

5
☐—250 × 6 42 ☐—250 × 12 12-D19

285mm（15D） 35.7
定着長さ6 228mm（12D） 37.5

7 SD490 152mm（8D） 38.7

表 1　試験体一覧
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図 2　試験体形状
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q j : 継手回転角 [rad] 
j d tt, j d ct, j d tb, j d cb : 継手変位

q jt, q jb : 上下継手回転角 [rad] 
jdt ,jdb : 変位計間距離

各変形成分を各部に固定した変位計で，内蔵鉄筋と鋼管

の歪を所定の位置に貼付した歪ゲージにより測定する．
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図 3　リブプレート位置および寸法
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鋼種
サイズ・径

[mm]
使用した

試験体

ヤング係数

[N/mm2]
降伏歪

[%]
降伏点

[N/mm2]
引張強さ

[N/mm2]

BCR295

☐—200 × 6 No.4 190,951 29.9 379 458

☐—250 × 6 No.1,2,5 193,315 27.9 383 456
No.6,7 198,925 26.0 391 461

☐—250 × 9 No.3 189,603 26.4 415 458

USD685 D19
No.1~5 197,775 39.5 734 —

No.6 192,248 38.7 712 891
SD490 No.7 182,440 28.7 526 710

3.実験結果

（1）破壊性状

　充填コンクリートの破壊状況を図 6に示す．表 3に

各試験体の破壊形式を示す．鋼管の加力方向と平行な面

をウェブ面，その他の面をフランジ面とする．いずれの

試験体も引張側最外縁鉄筋において，鉄筋ねじ節部でコ

ンクリートがせん断破壊しており，付着破壊の発生を確

認できた．さらに，定着部付近でコンクリートがくさび

状のせん断すべりを生じており，定着板による支圧破壊

が確認された．No.5 では定着板支圧破壊発生後の鉄筋

抜け出しに伴い，引張フランジ側の鋼管およびかぶりコ

ンクリートが定着部付近で面外にはらみだしているのが

確認された．No.1 では引張側最外縁鉄筋の定着部を起

点としたコーン状破壊面が形成されていたことから，耐

力低下の一因としてコーン状破壊が考えられる．なお，

定着長さの長いNo.5 では，このような破壊が確認され

なかったことから，支圧破壊によって耐力が決定したと

考えられる．このことから，定着長さによって破壊性状

が異なることが確認できた．

（2）継手モーメント－継手回転角関係

　継手モーメント－継手回転角関係を図 7に示す．継

手モーメントは，柱せん断力から求められる継手位置で

の曲げモーメントである．いずれの試験体も，最大耐力

に達した後，急激な耐力低下はなく安定した挙動を示し

た．図 6よりNo.4 を除くいずれの試験体でも初期剛性

は同程度であった．また，No.4はCFT 断面が小さい

ことと内蔵鉄筋の本数が少ないことにより初期剛性が小

さくなっている．No.2 が基本試験体に比べて耐力が低

いのは鉄筋本数が少ないことによるが，剛性は他の試験

体と顕著な違いは見られないことから，中段筋が初期剛

性に及ぼす影響は小さいと考えられる．幅厚比の小さな

No.3では基本試験体と比較して耐力が大きいことが確

認された．支圧破壊が生じたNo.5,6 は他の試験体より

も高い耐力を示した．

表 2　鋼材の機械的性質

200

150

100

50

0 0.02 0.04 0.06 0.08

継手モーメント [kNm]

図 7　荷重—変形関係
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図 4　載荷装置
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表 3　各試験体の
破壊形式

Bo：付着破壊

Be：定着板支圧破壊

C：コーン状破壊

図 6　充填コンクリート破壊状況
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図 5　継手回転角の測定
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（3）内蔵鉄筋に生じる応力分布

　図8に鋼管および鉄筋に貼付したひずみゲージ位置を

示す．図9に内蔵鉄筋に生じる引張力（鉄筋に生じる引

抜き力），支圧力（定着部に生じる力）および付着力（付

着により生じる力）－継手回転角関係を示す．引張力は

曲げモーメントが最も大きくなる継手下部のF断面の

歪ゲージから，支圧力は定着板直近の断面の歪ゲージか

ら，また，付着力は引張力から支圧力を差し引くことで

算出している．いずれの試験体も図9に示すように最大

耐力を迎えるまでに鉄筋は降伏しておらず，q j=0.005 ～

0.015rad で最大付着力を迎え，その後緩やかに付着力が

低下していることを確認した．このことから，全ての試

験体で引抜き破壊が生じ，付着破壊が生じていることが

分かる．No.1,5 では最大付着力が生じた時期に引張力の

剛性が低下しており，鉄筋の抜け出しが生じ始めている

と考えられる．試験体No.5 では0.02rad 付近で引張力

および支圧力の剛性が低下しており，図7に示す継手モー

メント－継手回転角関係をみると，同時期に剛性がほぼゼ

ロになっていることから，支圧破壊が生じたと考えられる．
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継手回転角 [rad]

図 9　鉄筋に生じる応力－継手回転角関係

（a）No.1 （b）No.5

（4）鋼管のひずみ性状

　図 10に引張側鋼管のひずみ性状を示す．引張ひずみ

を正とする．定着部付近の断面ではいずれの試験体でも

0.02rad 以降で軸方向ひずみに比べ，周方向ひずみが大

きくなっていることが確認できた．これは定着部付近の

コンクリートが定着部の引抜き力により膨らむためだと

考えられる．また，コーン状破壊が生じたNo.1 では継

手付近のE断面における鋼管ひずみは周方向に比べ，軸

方向が大きくなっており，鉄筋と鋼管間に生じる圧縮ス

トラットにより鉄筋から鋼管へ引張力が伝達されるため

軸方向のひずみが大きくなっていると考えられる．しか

し，幅厚比の小さなNo.3 ではコーン状破壊が生じてい

るが，周方向ひずみが大きくなっていることから，支圧

破壊の影響を受けていると考えらえる．支圧破壊の生じ

たNo.5 ではE断面に比べA断面のひずみが大きくなっ

ており，支圧破壊の影響であると考えられる．No.5 の

E断面における軸方向ひずみは 0.01rad 付近で低下し

ているが，付着切れにより鉄筋と鋼管の応力伝達が行わ

れなくなったためだと考えられる．

図 10　引張側鋼管フランジのひずみ－継手回転角関係

図 8　歪ゲージ貼付位置
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4.耐力評価

　実験において破壊性状からコーン状破壊，支圧破壊，

付着破壊の 3つの引抜き破壊が確認された．本構法の鉄

筋内蔵CFT 継手部では，これらの引抜き破壊が複合的

に形成されているものと考えられる．本継手部において

降伏曲げ耐力または全塑性曲げ耐力
4）
を発揮させるた

めには，それぞれの破壊形式に対する耐力を算定し，各

引抜き破壊が鉄筋や鋼管の降伏に先行して発生しないよ

うに設計する必要がある．本稿では，コーン状破壊およ

び付着破壊における耐力評価法を提案し，検討を行う．

（1）コーン状破壊耐力算定式の提案

　コーン状破壊時の曲げ耐力算定式の提案を行う．破

壊性状から示されるように，充填コンクリートの破壊は

最外縁引張鉄筋およびその周辺の定着板を起点として発

生していることから，最外縁引張鉄筋以外の鉄筋および

定着板を無視し，図 11のような最外縁の鉄筋および定

着板を起点とした単純引抜きのコーン状破壊機構を考え

る．この破壊機構からコーン状破壊が発生するときの最

外縁引張鉄筋の引張力 cPu を算出する．　

　算定式の導出には，文献 5) で使用されている拘束

効果を受けるコーン状破壊耐力式を応用して求める．

Chen6)
等を参照すると，単位体積当たりの内力仕事w

の一般形は次式で与えられる．

　仮定するモデルにおいて，考慮するリブプレートは 1
段目のみとし，鋼管内部全周にわたって溶接されている

ものとする．また，図 11(a) に示すように定着板から支

圧力を受ける領域を定着板から上方に 45°のコーン状

に，リブプレートから支圧力を受ける領域をリブプレー

トから下方に 45°のコーン状にそれぞれ仮定し，2つ

の破壊面で挟まれる部分が圧縮領域になると考えて降伏

領域とした．なお鉄筋に囲まれたコンクリートについて

は，周囲の鉄筋と一体的に挙動するものと考え，内力仕

事を無視する．

　耐力式は，図 11に示す降伏機構に対して極限解析法

を適用し導出する．図 12に示すように降伏領域を引張

フランジ側（領域F）とウェブ側（領域W）に設定し，

図 13 に示すように領域 Wを領域 a～ d に，領域 Fを

領域 e ～ h に分割する．分割した各領域には線形の変

位場を仮定する．次に各領域ごとに歪場を求め，(2) 式
を適用して内力仕事を計算する．各領域の内力仕事の

合計と外力仕事との釣合いにより，破壊耐力は次式で

与えられる．

∑ −⋅′= εcfw (2)

ここで，  　   は圧縮歪の絶対値の総和である．f'c はコン

クリートの有効圧縮強度であり，本稿では次式で与えら

れるCEB 式
7)
を使用した．

∑ −⋅′= εcfw

cc ff ⋅=′ ν 333.0698.1 −⋅= cfν (3)，

(4)

(5)

本稿では図 14に示す領域 aを対象に，内力仕事の計

算過程の概要を示す．図 14に示すように x，y，z軸を

取る．図 15は降伏領域に鉄筋抜出し量d を与えた時の

z=D'+d/2で切った断面図である．対応する変位をu,v,w
と定義すると，変位場は以下のように表される．

図 11 コーン状破壊機構

45°

45°

d降伏領域

d

(b) ウェブ側

(c) 引張フランジ側

(a) 降伏領域

cPu

図 12 降伏領域透視図

降伏領域

領域 W

領域 F

図 13 降伏領域

(a) 領域 W

(b) 領域 F

領域 a
領域 b
領域 c
領域 d

領域 e
領域 f
領域 g
領域 h

各記号については図16 に示す通りである．対応する歪場

を定義し，主歪を求めると圧縮主歪は以下のようになる．

(6)

)0,)/(,0(),,( rtDxwvu −′−= dd

)(2/3 rtD −′−==− dεε

VWPuc ⋅==⋅ ∑ ∑ −εd
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(7) 式およびその他の領域の内力仕事を (4) 式に代入し

て，曲げせん断力を受けるときのコーン状破壊耐力 cPu

を得る．すなわち，

(b) 降伏領域立断面(a) 降伏領域平断面

領域 W

領域 F

H

hr

D

 rw

 rf

d

df

ts

tr

D

(7)

図 16 記号の定義

ここで，各記号については以下の通りである．

(6) 式を (2) 式に代入し，領域 aの全体積を乗ずること

により，領域 aの内力仕事Wa は (7) 式で与えられる．

他の領域の内力仕事についても同様に求められる．

d

（D'-ts，H-hr）

（0,H’）

（0,0） x
d

図 15 変形図図 14 領域 a

y

x z

y

(8a)

(8b)

(8c)

(9a ～ 9c)

（2）最大付着耐力算定式の提案

　曲げせん断力を受ける内蔵鉄筋の付着耐力算定式の提

案を行う．破壊性状から示されるように，鉄筋はコアコ

ンクリートと一体となって付着破壊が生じていることが

確認できる．また，最外縁引張鉄筋から先行して付着破

壊が発生していることから，最外縁引張鉄筋以外の鉄筋

および定着板を無視し，最外縁引張鉄筋を起点とした単

純引抜きの付着破壊機構を考える．この破壊機構から付

着破壊が発生する時における最外縁引張鉄筋の付着力

boPu を算出する．

　評価式の導出には，文献 8) で提案されている鉄筋が

コンクリートと一体となって引き抜ける付着強度評価

方法を応用して求める．藤井等
9)
を参照すると，付着

強度は鉄筋のせん断面積係数SA で除したふし間コンク

リートの直接せん断強度として評価されており，本研究

においてもこれに従う．なお，SA はコンクリートのせ

ん断面積の公称付着面積に対する比で定義される，付着

性能に関する特性値である．図 17にコアコンクリート

部分のせん断面積係数SA を示す．また，s B について

は高強度コンクリートまでを対象とした藤井ら式
9)
に

則りsB
0.85

を用いて評価している．

　付着強度の評価においては，コンクリートの直接せん

断強度がモール・クーロンの破壊基準によるものと仮定し，

拘束力がない場合の直接せん断強度と鋼管の拘束力によ

るそれの増分の和として，評価式を定数a,b を用いて

nBp SA sbsat ⋅+⋅= 85.0
max. /

e

dmax

f

a

T

dmax　  
T 
c　   
y      

a
e
f
y’

c

図 17　せん断面積係数 SA

■せん断面積係数 SA

複数本鉄筋［D19‐12］

複数本鉄筋［D19‐8］

とする．

(10)

rr tDhHH −′−−=′

H'

D'

D"

: 最外径　  
: ふしの隙間 
: ふし間隔　   
: 公称周長      

: ふし頂部の幅

: ふしの高さ

: ふし傾斜角

: コアコンクリート部分周長

)2(
2
1

swe trDD −−=′′

c
cdcSA

⋅′
⋅⋅−⋅′

=
y

πωπy )2/(6 max

c
cdcSA

⋅′
⋅⋅−⋅′

=
y

πωπy )2/(8 max

d⋅−+′⋅′⋅′⋅= )232(
6
1

reca tdDHfW

)2(
2
1

se tdDD −−=′

W
uc

F
ucuc PPP +=

{
})34)(()234(2

)222)(()232(
12
1

frrfr

rffffrfc
F

uc

rDhDHtrDt

tdrDdrtdDHfP

+′′−′′−+−+′′+

−++′′−+−+′′′=

{
})322)(()234(2

)222)(()232(
6
1

werrwer

rwewrec
W

uc

rDDhDHtrDt

tdrDdrtdDHfP

+′′+′′−′′−+−+′′+

−++′′−+−+′′′=









−

+
=

ed
eT

max
arcsin2ω

cPu

H 
D' 
ts   

df  

hr 
rf  　
rw  

: 定着長さ   　
: 鉄筋かぶり厚さ 
: 鋼管板厚       
: 最外縁鉄筋同士の外面の距離 
: 鋼管上面から 1 段目リブプレート下端までの距離

: フランジ側における定着板の支圧領域の幅　

: ウェブ側における定着板の支圧領域の幅

d 
D" 
tr   

: 仮想変位   　  
: 定着板かぶり厚さ

: リブプレート板厚

: 鋼管幅

: 鉄筋の径

D 
d 
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ここでs n は図 18 に示すように鋼管中の釣合を仮

定し，コアコンクリート部分表面に作用する応力度

　　　　　　　 とする．以下に，鶴田等が実験結果か

ら線形回帰式により求めた評価式を示す．

　仮定するモデルにおいて，鉄筋の間にあるコアコンク

リートについては，周囲の鉄筋と一体的に動くものと考

える．図 19 に示すように最外縁引張鉄筋およびコアコ

ンクリートで付着破壊が生じると仮定し，求めた平均付

着強度tp.max に，付着破壊面周長 lc および定着長さから

付着割裂部およびゲージ養生部分を除いた有効付着長さ

lb を乗じることで，付着耐力 boPu を求めた．図 20 に示

すように，1段目リブプレート支圧側端部から内蔵鉄筋

に向かう角度q の斜め方向に伸ばした直線と鉄筋外側の

交点より継手側を付着割裂部とする．角度q はリブプ

レートと鉄筋間の応力伝達の角度を表しており，実測値

を用いることとする．ただし，破壊性状が未確認である

No.6,7 においては他の試験体の実測値の平均を用いる

こととする．表4に応力伝達の角度および有効付着長さ，

以下に付着破壊耐力算定式を示す．

ここで，各記号については以下の通りである．

df

ts

lb・stsh

lb・sn

図 18   鋼管の拘束により生じる応力度sn の算定方法

No. q
有効付着長さ lb  

[mm]
1 22 70
2 44 100
3 35 96
4 37 94
5 33 179
6 34 151
7 34 78

表 4　付着長さ実測値

（3）実験値と計算値の比較

　算出したコーン状破壊耐力および付着破壊耐力の妥当

性を検証する．表 5に各試験体の実験値とコーン状破

壊耐力計算値および付着耐力計算値の結果一覧を示す．

コーン状破壊耐力の実験値は 3.3節で示したF断面の歪

ゲージから算出した最大耐力時の引張力から，付着破壊

耐力は引張力から支圧力を差し引いた最大付着力時の付

着力から求めている．

　コーン状破壊耐力では，コーン状破壊の生じた試験体

No.1,2,7 において 1～ 2割程度の過大評価となってい

る．一方，幅厚比の小さな試験体No.3,4 では 2～ 3割

程度の過小評価となっている．この一因として，幅厚比

の小さな試験体では，鋼管の拘束効果によって充填コン

クリートの見かけの強度が上昇するため耐力が大きくな

ると考えられる．

　付着破壊耐力では，幅厚比の大きな試験体では 1～ 2
割程度の過大評価となっているが，幅厚比の小さな試験

体では 1～ 2割程度の過小評価となっており，今回行っ

た試験体では良い対応を示していると考えられる．しか

し，今回用いた評価式は鋼管幅やかぶり厚さを実験変数

に持たない実験をもとに提案されたものであるため，本

提案式の妥当性については今後検証していく必要がある

と考えられる．また，本継手の設計を行う上で，定着部

における破壊耐力の評価は，鉄筋に生じる引張力を用い

ている．しかし，引張力を算出するためには付着力だけ

でなく，支圧耐力を算出する必要があるため，支圧耐力

算定式の提案が今後の課題として挙げられる．

No.
コーン状破壊耐力 cPu

［kN］

付着破壊耐力 boPu

［kN］ 破壊形式

計算値 実験値 計 / 実 計算値 実験値 計 / 実
1 542 499 1.09 142 138 1.03

Bo → Be → C
2 531 527 1.01 185 160 1.16
3 525 732 0.72 209 215 0.97
4 449 524 0.86 160 191 0.84
5 921 — — 320 313 1.02

Bo → Be6 825 — — 283 256 1.11
7 534 447 1.19 165 154 1.07 Bo → Be → C

表 5　実験値と計算値の比較　

定
着
長
さ

H
有
効

付
着
長
さ

l b
付
着
割
裂
部
分

q

図 19 鉄筋およびコアコンクリートにおける付着破壊領域

d

D’

d f

付着破壊面周長 lc

df

rf

bP

(11)

(12a)

(12b)

(12c)

図 20　付着割裂部分

付着割裂破壊部分

q

qtan)'( rrb tDhHl −−−=

ddl fc 2+=

fshstn dt /2⋅= ss

fshstn dt /2⋅= ss

SAdt fsBp ⋅⋅+⋅= }/23.4026.0{ 85.0
max. st

cbpscpubo llAP ⋅⋅=⋅= max.max. tt

Bo：付着破壊    Be：定着板支圧破壊   C：コーン状破壊

付着破壊

df

st sh

hr

:最外縁鉄筋同士の外面の距離     
:鋼管に生じる横方向応力度

: 鋼管上面から 1段目リブプレート下端までの距離

boPu

lc

d

Asc

ts

rf

lb

tr

D'

:付着破壊耐力    
:付着破壊面周長  
:鉄筋径

:付着せん断面積

:鋼管板厚

:定着板外径

:付着長さ   
:リブプレート板厚

:かぶり厚さ
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Bending Shear Behavior of Concrete Filled Steel Tubular Column Joint connected by 
Built-in Reinforcing Bars with an Anchorage Plate

Yuma SAIKI and Shintaro MATSUO

   This paper presents an experimental study on bending shear behavior of concrete filled steel tubular 
(CFT) column joint connected by built-in reinforcing bars with an anchorage plate. This joint makes 
it easy to use super high-strength steel, since the joint need not be welded. However, when the fixing 
length of reinforcing bars is short, pull-out failure occurs before reinforcing bars or steel tubes reach 
yield strength. The objectives of this paper are to investigate pull-out behavior of reinforcing bars in the 
joint and to evaluate the pull-out strength of cone-type failure or bond failure. The bending shear loading 
experiments were performed with some parameters such as the fixing length, the width-thickness ratio 
of the column, the column width. As a result, it revealed that the failure modes differed depending on the 
fixing length. Futhermore, the caluculation method of the pull-out strength was proposed, and its validity 
was verified by comparison of caluculation results with experimental ones.
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実験ではいずれの試験体でも引抜き破壊を確認でき，

定着長さによって破壊性状が異なることが分かった．

鉄筋の応力分布から，最大付着力を迎えた後，付着力

が低下していることから，付着破壊が生じていること

が分かった．

鋼管のひずみ性状より，定着部付近の断面では支圧破

壊の影響により軸方向に比べ，周方向のひずみが大き

くなることが分かった．

コーン状破壊耐力算定法については，コーン状破壊が

起こった幅厚比の小さな試験体で過小評価となってお

り，更にコーン状破壊耐力算定法の検討を進めていく

必要がある．

付着破壊耐力算定法では，いずれの試験体も良い対応

を示していたが，本稿で用いた算定式は鋼管幅やかぶ

り厚さを実験変数に持たない実験をもとに提案された

ものであるため，本提案式の妥当性については今後検

証していく必要がある．

本継手の設計を行う上で，定着部における破壊耐力の

評価は，鉄筋に生じる引張力を用いる．しかし，引張

力を算出するためには付着力だけでなく，支圧耐力を

算出する必要があるため，支圧耐力式の提案が今後の

課題として挙げられる．
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